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議案第７５号  

 

            令和２年度常総市国民健康保険特別会計予算  

 

 令和２年度常総市の国民健康保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ６，７１４，６１８千円と定める。  

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表  歳入歳出予算」による。  

 （一時借入金）  

第２条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，５０，０００  

 千円と定める。  

 （歳出予算の流用）  

第３条  地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用す  

ることができる場合は，次のとおりと定める。  

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれらの経費の  

  各項の間の流用  

（２）各項に計上した給料，職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用  

 

   令和２年２月２６日  提出  

 

                               常総市長   神達  岳志     
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歳    入 （単位　千円）

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,409,384

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,409,384

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 1,500

 1 手 数 料 1,500

 3 国 庫 支 出 金 715

 1 国 庫 補 助 金 715

 4 県 支 出 金 4,800,459

 1 県 補 助 金 4,800,458

 2 財 政 安 定 化 基 金 交 付 金 1

 5 財 産 収 入 1

 1 財 産 運 用 収 入 1

 6 繰 入 金 465,782

 1 他 会 計 繰 入 金 465,782

 7 繰 越 金 10,000

 1 繰 越 金 10,000

 8 諸 収 入 26,777

 1 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 16,103

 2 貸 付 金 元 利 収 入 5,364

 3 雑 入 5,310

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 6,714,618

第　１  表     歳  入  歳  出  予  算

款 項 金　　　　　　額



歳　　出 （単位　千円）

 1 総 務 費 98,646

 1 総 務 管 理 費 52,322

 2 徴 税 費 45,482

 3 運 営 協 議 会 費 327

 4 趣 旨 普 及 費 515

 2 保 険 給 付 費 4,732,437

 1 療 養 諸 費 4,097,246

 2 高 額 療 養 費 592,212

 3 移 送 費 160

 4 出 産 育 児 諸 費 37,819

 5 葬 祭 諸 費 5,000

 3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,796,782

 1 医 療 給 付 費 分 1,136,020

 2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 470,109

 3 介 護 納 付 金 分 190,653

 4 共 同 事 業 拠 出 金 10

 1 共 同 事 業 拠 出 金 10

 5 保 健 事 業 費 69,206

 1 保 健 事 業 費 36,383

 2 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 32,823

 6 基 金 積 立 金 1

 1 基 金 積 立 金 1

金　　　　　額款 項
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 7 公 債 費 21

 1 公 債 費 21

 8 諸 支 出 金 12,515

 1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 7,051

 2 指 定 公 費 支 出 金 100

 3 貸 付 金 5,364

 9 予 備 費 5,000

 1 予 備 費 5,000

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 6,714,618

款 項 金　　　　　額



予 算 に 関 す る 説 明 書

１  総    括

歳    入 （単位　千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　較

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,409,384 1,477,825 △68,441

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 1,500 1,500 0

 3 国 庫 支 出 金 715 1 714

 4 県 支 出 金 4,800,459 4,910,700 △110,241

 5 財 産 収 入 1 6 △5

 6 繰 入 金 465,782 507,884 △42,102

 7 繰 越 金 10,000 10,000 0

 8 諸 収 入 26,777 33,077 △6,300

　　　　　　　歳          入          合          計 6,714,618 6,940,993 △226,375

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

款
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歳    出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 総 務 費 98,646 96,226 2,420 714 97,932

 2 保 険 給 付 費 4,732,437 4,738,268 △5,831 4,689,618 25,200 17,619

 3 国民健康保険事業費納付金 1,796,782 2,022,330 △225,548 60,894 314,420 1,421,468

 4 共 同 事 業 拠 出 金 10 10 0 10

 5 保 健 事 業 費 69,206 65,367 3,839 49,948 19,258

 6 基 金 積 立 金 1 6 △5 1

 7 公 債 費 21 21 0 21

 8 諸 支 出 金 12,515 13,765 △1,250 5,464 7,051

 9 予 備 費 5,000 5,000 0 5,000

　　　歳　　　出　　　合　　　計 6,714,618 6,940,993 △226,375 4,801,174 443,017 1,470,427

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源

款 本年度予算額前年度予算額 比　　較



２  歳     入

(款)  1 国民健康保険税 (項)  1 国民健康保険税 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 一 般 被 保 険 者 1,408,444 1,472,714 △64,270  1 医 療 給 付 費 分 874,492

国 民 健 康 保 険 税 現 年 課 税 分

 2 後 期 高 齢 者 299,000

支 援 金 分

現 年 課 税 分

 3 介 護 納 付 金 分 122,266

現 年 課 税 分

 4 医 療 給 付 費 分 73,575

滞 納 繰 越 分

 5 後 期 高 齢 者 25,984

支 援 金 分

滞 納 繰 越 分

 6 介 護 納 付 金 分 13,127

滞 納 繰 越 分

 2 退 職 被 保 険 者 等 940 5,111 △4,171  1 医 療 給 付 費 分 568

国 民 健 康 保 険 税 現 年 課 税 分

 2 後 期 高 齢 者 175

支 援 金 分

現 年 課 税 分

目 比　　較
節

区　　　分
説　　　　　　　　　明

- 209 -



- 210 -

(款)  1 国民健康保険税 (項)  1 国民健康保険税 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 3 介 護 納 付 金 分 87

現 年 課 税 分

 4 医 療 給 付 費 分 68

滞 納 繰 越 分

 5 後 期 高 齢 者 22

支 援 金 分

滞 納 繰 越 分

 6 介 護 納 付 金 分 20

滞 納 繰 越 分

　　　 計 1,409,384 1,477,825 △68,441

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 手数料

 1 督 促 手 数 料 1,500 1,500 0  1 督 促 手 数 料 1,500

　　　 計 1,500 1,500 0

(款)  3 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金

 1 災害臨時特例補助金 1 1 0  1 災 害 臨 時 特 例 1

補 助 金

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分



(款)  3 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 2 社会保障・税番号 714 0 714  1 社会保障・税番号 714

制 度 シ ス テ ム 制 度 シ ス テ ム

整 備 費 補 助 金 整 備 費 補 助 金

　　　 計 715 1 714

(款)  4 県支出金 (項)  1 県補助金

 1 保険給付費等交付金 4,800,458 4,910,699 △110,241  1 普 通 交 付 金 4,689,618

 2 特 別 交 付 金 110,840 01 保険者努力支援分 26,494

02 特別調整交付金分 11,975

03 県繰入金（２号分） 58,917

04 特定健康診査等負担金 13,454

　　　 計 4,800,458 4,910,699 △110,241

(款)  4 県支出金 (項)  2 財政安定化基金交付金

 1 財 政 安 定 化 1 1 0  1 財 政 安 定 化 1

基 金 交 付 金 基 金 交 付 金

　　　 計 1 1 0

(款)  5 財産収入 (項)  1 財産運用収入

 1 利 子 及 び 配 当 金 1 6 △5  1 利 子 及 び 配 当金 1

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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(款)  5 財産収入 (項)  1 財産運用収入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

　　　 計 1 6 △5

(款)  6 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

 1 一 般 会 計 繰 入 金 465,782 507,884 △42,102  1 保 険 基 盤 安 定 191,282

繰 入 金

（保険税軽減分）

 2 保 険 基 盤 安 定 109,021

繰 入 金

（保険者支援分）

 3 職 員 給 与 費 等 97,932

繰 入 金

 4 出産育児一時金等 25,200

繰 入 金

 5 財 政 安 定 化 支援 14,117

事 業 繰 入 金

 6 そ の 他 一 般 会計 28,230

繰 入 金

　　　 計 465,782 507,884 △42,102

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分



(款)  7 繰越金 (項)  1 繰越金 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 繰 越 金 10,000 10,000 0  1 繰 越 金 10,000

　　　 計 10,000 10,000 0

(款)  8 諸収入 (項)  1 延滞金，加算金及び過料

 1 延 滞 金 16,100 16,200 △100  1 一 般 被 保 険 者 16,000

延 滞 金

 2 退 職 被 保 険 者等 100

延 滞 金

 2 加 算 金 2 2 0  1 一 般 被 保 険 者 1

加 算 金

 2 退 職 被 保 険 者等 1

加 算 金

 3 過 料 1 1 0  1 過 料 1

　　　 計 16,103 16,203 △100

(款)  8 諸収入 (項)  2 貸付金元利収入

 1 高額療養費貸付金 5,000 6,000 △1,000  1 高額療養費貸付金 5,000

元 金 収 入 元 金 収 入

 2 出 産 費 貸 付 金 364 364 0  1 出 産 費 貸 付 金 364

元 金 収 入 元 金 収 入

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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(款)  8 諸収入 (項)  2 貸付金元利収入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

　　　 計 5,364 6,364 △1,000

(款)  8 諸収入 (項)  3 雑入

 1 一 般 被 保 険 者 5,000 10,000 △5,000  1 一 般 被 保 険 者 5,000

第 三 者 納 付 金 第 三 者 納 付 金

 2 退 職 被 保 険 者 等 100 100 0  1 退 職 被 保 険 者等 100

第 三 者 納 付 金 第 三 者 納 付 金

 3 一般被保険者返納金 100 100 0  1 一 般 被 保 険 者 100

返 納 金

 4 退 職 被 保 険 者 等 10 10 0  1 退 職 被 保 険 者等 10

返 納 金 返 納 金

 5 雑 入 100 300 △200  1 雑 入 100 03 指定公費分

　　　 計 5,310 10,510 △5,200

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分



３  歳      出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 一 般 50,271 50,271  2 給 料 16,854 01 職員給与関係経費        33,456

管 理 費 ( 51,659 )  3 職員手当等 11,568  2 給料 16,854

( △1,388 )  4 共 済 費 5,034   10 一般職給

10 需 用 費 604  3 職員手当等 11,568

11 役 務 費 8,301   02 扶養手当 240

12 委 託 料 7,580   03 住居手当 672

13 使用料及び 330   04 通勤手当 515

賃 借 料   07 期末手当 3,840

  08 勤勉手当 2,925

  09 時間外勤務手当 800

  13 退職手当負担金 2,276

  15 児童手当 300

 4 共済費 5,034

  01 職員共済組合負担金

02 一般事務費        16,815

10 需用費 604

  01 消耗品費 388

  04 印刷製本費 216

11 役務費 8,301

  01 郵便料 5,218

  07 求償事務手数料 204

  08 レセプト管理システム手数料 831

  09 レセプト二次点検業務手数料 2,013

  10 オンライン資格確認等システム手数料 35

12 委託料 7,580

  04 レセプト共同電算処理委託料 5,823

  21 情報集約システム運用委託料 1,757

13 使用料及び賃借料 330

  01 被保険者資格システム借上料

説　　　　　　　明目

( 比 較 )

( 前 年 度 )

節

区 分 金 額

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
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(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 2 連 合 会 2,051 2,051 18 負担金補助 2,051 01 連合会負担金         2,051

負 担 金 ( 2,108 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 2,051

( △57 )   04 県国保団体連合会負担金

 計 52,322 52,322

( 53,767 )

( △1,445 )

(款)  1 総務費 (項)  2 徴税費

 1 税 務 31,892 31,892  2 給 料 16,205 01 職員給与関係経費        31,817

総 務 費 ( 28,247 )  3 職員手当等 10,582  2 給料 16,205

( 3,645 )  4 共 済 費 5,030   10 一般職給

 8 旅 費 20  3 職員手当等 10,582

10 需 用 費 55   02 扶養手当 480

  04 通勤手当 220

  07 期末手当 3,840

  08 勤勉手当 2,886

  09 時間外勤務手当 450

  10 特殊勤務手当 98

  13 退職手当負担金 2,188

  15 児童手当 420

 4 共済費 5,030

  01 職員共済組合負担金

02 収税事務費            40

10 需用費 40

  01 消耗品費 10

  04 印刷製本費 30

03 健康保険事務費            35

 8 旅費 20

  03 普通旅費

10 需用費 15

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  1 総務費 (項)  2 徴税費 (目) 1 税務総務費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

  01 消耗品費 5

  04 印刷製本費 10

 2 賦 課 13,590 714 12,876  1 報 酬 2,999 01 収税事務費         2,159

徴 収 費 ( 13,378 )  3 職員手当等 438  8 旅費 20

( 212 )  8 旅 費 76   03 普通旅費

10 需 用 費 1,692 10 需用費 65

11 役 務 費 2,079   01 消耗品費 10

12 委 託 料 6,306   04 印刷製本費 55

11 役務費 2,074

  01 郵便料 58

  02 収納手数料 1,481

  04 預金調査手数料 43

  29 口座振替手数料 492

02 健康保険事務費        11,431

 1 報酬 2,999

  20 会計年度任用職員報酬

 3 職員手当等 438

  20 会計年度任用職員期末手当

 8 旅費 56

  03 普通旅費 5

  20 会計年度任用職員費用弁償 51

10 需用費 1,627

  01 消耗品費 1,622

  04 印刷製本費 5

11 役務費 5

  01 郵便料

12 委託料 6,306

  09 国民健康保険税システム運用等委託料

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  1 総務費 (項)  2 徴税費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 計 45,482 714 44,768

( 41,625 )

( 3,857 )

(款)  1 総務費 (項)  3 運営協議会費

 1 運 営 327 327  1 報 酬 225 01 運営協議会費           327

協議会費 ( 328 )  8 旅 費 40  1 報酬 225

( △1 ) 10 需 用 費 10   02 委員報酬

18 負担金補助 52  8 旅費 40

及び交付金   01 費用弁償 20

  03 普通旅費 20

10 需用費 10

  01 消耗品費 5

  04 印刷製本費 5

18 負担金補助及び交付金 52

  04 県国保運営協議会負担金 28

  19 委員研修会出席負担金 24

 計 327 327

( 328 )

( △1 )

(款)  1 総務費 (項)  4 趣旨普及費

 1 趣 旨 515 515 10 需 用 費 515 01 趣旨普及事務費           515

普 及 費 ( 506 ) 10 需用費 515

( 9 )   04 印刷製本費

 計 515 515

( 506 )

( 9 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  2 保険給付費 (項)  1 療養諸費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 一般被保 4,046,640 4,046,640 18 負担金補助 4,046,640 01 一般被保険者療養給付費     4,046,640

険者療養 ( 4,071,000 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 4,046,640

給 付 費 ( △24,360 )

 2 退職被保 2,600 2,600 18 負担金補助 2,600 01 退職被保険者等療養給付費         2,600

険者等療 ( 15,000 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 2,600

養給付費 ( △12,400 )

 3 一 般 34,241 34,241 18 負担金補助 34,241 01 一般被保険者療養費        34,241

被保険者 ( 35,825 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 34,241

療 養 費 ( △1,584 )

 4 退 職 22 22 18 負担金補助 22 01 退職被保険者等療養費            22

被保険者 ( 100 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 22

等療養費 ( △78 )

 5 審査支払 13,743 13,743 11 役 務 費 13,743 01 審査支払手数料        13,743

手 数 料 ( 13,066 ) 11 役務費 13,743

( 677 )

 計 4,097,246 4,097,246

( 4,134,991 )

( △37,745 )

(款)  2 保険給付費 (項)  2 高額療養費

 1 一般被保 591,432 591,432 18 負担金補助 591,432 01 一般被保険者高額療養費       591,432

険者高額 ( 553,656 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 591,432

療 養 費 ( 37,776 )

 2 退職被保 380 380 18 負担金補助 380 01 退職被保険者等高額療養費           380

険者等高 ( 2,000 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 380

額療養費 ( △1,620 )

 3 一般被保 300 300 18 負担金補助 300 01 一般被保険者高額介護合算療養費           300

険者高額 ( 200 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 300

介護合算 ( 100 )

療 養 費

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  2 保険給付費 (項)  2 高額療養費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 4 退職被保 100 100 18 負担金補助 100 01 退職被保険者等高額介護合算療養費           100

険者等高 ( 200 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 100

額介護合 ( △100 )

算療養費

 計 592,212 592,212

( 556,056 )

( 36,156 )

(款)  2 保険給付費 (項)  3 移送費

 1 一 般 100 100 18 負担金補助 100 01 一般被保険者移送費           100

被保険者 ( 100 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 100

移 送 費 ( 0 )

 2 退 職 60 60 18 負担金補助 60 01 退職被保険者等移送費            60

被保険者 ( 100 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 60

等移送費 ( △40 )

 計 160 160

( 200 )

( △40 )

(款)  2 保険給付費 (項)  4 出産育児諸費

 1 出産育児 37,819 25,200 12,619 11 役 務 費 19 01 出産育児一時金        37,819

一 時 金 ( 42,021 ) 18 負担金補助 37,800 11 役務費 19

( △4,202 ) 及び交付金   02 出産育児一時金手数料

18 負担金補助及び交付金 37,800

  04 出産育児一時金

 計 37,819 25,200 12,619

( 42,021 )

( △4,202 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  2 保険給付費 (項)  5 葬祭諸費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 葬 祭 費 5,000 5,000 18 負担金補助 5,000 01 葬祭費         5,000

( 5,000 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 5,000

( 0 )

 計 5,000 5,000

( 5,000 )

( 0 )

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  1 医療給付費分

 1 一般被保 1,136,020 39,227 203,985 892,808 18 負担金補助 1,136,020 01 一般被保険者医療給付費分     1,136,020

険者医療 ( 1,367,892 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 1,136,020

給付費分 ( △231,872 )

×      1136020退 職 被 0

保 険 者 ( 602 )

等 医 療 ( △602 )

給付費分

 計 1,136,020 39,227 203,985 892,808

( 1,368,494 )

( △232,474 )

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  2 後期高齢者支援金等分

 1 一般被保 470,109 15,415 78,570 376,124 18 負担金補助 470,109 01 一般被保険者後期高齢者支援金等分       470,109

険者後期 ( 473,587 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 470,109

高齢者支 ( △3,478 )

援金等分

×       470109退 職 被 0

保険者等 ( 222 )

後期高齢 ( △222 )

者 支 援

金 等 分

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  2 後期高齢者支援金等分 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 計 470,109 15,415 78,570 376,124

( 473,809 )

( △3,700 )

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  3 介護納付金分

 1 介 護 190,653 6,252 31,865 152,536 18 負担金補助 190,653 01 介護納付金分       190,653

納付金分 ( 180,027 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 190,653

( 10,626 )

 計 190,653 6,252 31,865 152,536

( 180,027 )

( 10,626 )

(款)  4 共同事業拠出金 (項)  1 共同事業拠出金

 1 共同事業 10 10 18 負担金補助 10 01 共同事業拠出金            10

拠 出 金 ( 10 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 10

( 0 )

 計 10 10

( 10 )

( 0 )

(款)  5 保健事業費 (項)  1 保健事業費

 1 保健衛生 36,383 25,275 11,108  1 報 酬 1,383 01 保健衛生普及費        36,383

普 及 費 ( 32,024 )  7 報 償 費 257  1 報酬 1,383

( 4,359 )  8 旅 費 41   20 会計年度任用職員報酬

10 需 用 費 390  7 報償費 257

11 役 務 費 2,935   01 講師謝礼

12 委 託 料 9,927  8 旅費 41

18 負担金補助 21,450   20 会計年度任用職員費用弁償

及び交付金 10 需用費 390

  01 消耗品費 200

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  5 保健事業費 (項)  1 保健事業費 (目) 1 保健衛生普及費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

  02 印刷製本費 190

11 役務費 2,935

  01 郵便料

12 委託料 9,927

  04 医療費通知・分析作成委託料 3,477

  05 未受診者対策事業委託料 2,497

  06 糖尿病性腎症重症化予防事業委託料 1,473

  07 歯周病保健事業委託料 528

  08 早期介入保健指導委託料 446

  09 早期介入保健指導受診券作成委託料 6

  10 後発医薬品差額通知作成委託料 500

  11 多受診者等指導委託料 1,000

18 負担金補助及び交付金 21,450

  04 人間ドック等検診費助成金

 計 36,383 25,275 11,108

( 32,024 )

( 4,359 )

(款)  5 保健事業費 (項)  2 特定健康診査等事業費

 1 特定健康 32,823 24,673 8,150  1 報 酬 1,037 01 特定健康診査等事業費        32,823

診 査 等 ( 33,343 )  3 職員手当等 147  1 報酬 1,037

事 業 費 ( △520 )  8 旅 費 10   20 会計年度任用職員報酬

10 需 用 費 1,336  3 職員手当等 147

11 役 務 費 1,960   20 会計年度任用職員期末手当

12 委 託 料 27,649  8 旅費 10

13 使用料及び 84   03 普通旅費

賃 借 料 10 需用費 1,336

18 負担金補助 600   01 消耗品費 696

及び交付金   04 印刷製本費 595

  06 燃料費 40

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  5 保健事業費 (項)  2 特定健康診査等事業費 (目) 1 特定健康診査等事業費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

  08 修繕料 5

11 役務費 1,960

  01 郵便料 1,584

  07 特定健康診査情報管理手数料 370

  11 自動車法定点検料 6

12 委託料 27,649

  03 特定健康診査委託料 26,597

  04 特定保健指導委託料 748

  05 特定健康診査システム保守管理委託料 11

  07 特定健康診査受診券作成委託料 293

13 使用料及び賃借料 84

  03 特定健康診査システム借上料

18 負担金補助及び交付金 600

  03 特定健康診査システム負担金

 計 32,823 24,673 8,150

( 33,343 )

( △520 )

(款)  6 基金積立金 (項)  1 基金積立金

 1 国民健康 1 1 24 積 立 金 1 01 基金積立金             1

保険支払 ( 6 ) 24 積立金 1

準備基金 ( △5 )

積 立 金

 計 1 1

( 6 )

( △5 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  7 公債費 (項)  1 公債費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 利 子 21 21 22 償還金利子 21 01 一時借入金利子償還金            21

( 21 ) 及び割引料 22 償還金利子及び割引料 21

( 0 )

 計 21 21

( 21 )

( 0 )

(款)  8 諸支出金 (項)  1 償還金及び還付加算金

 1 一般被保 7,000 7,000 22 償還金利子 7,000 01 一般被保険者保険税還付金         7,000

険者保険 ( 7,000 ) 及び割引料 22 償還金利子及び割引料 7,000

税還付金 ( 0 )

 2 退 職 被 50 50 22 償還金利子 50 01 退職被保険者等保険税還付金            50

保険者等 ( 100 ) 及び割引料 22 償還金利子及び割引料 50

保 険 税 ( △50 )

還 付 金

 3 保険給付 1 1 22 償還金利子 1 01 保険給付費等交付金償還金             1

費等交付 ( 1 ) 及び割引料 22 償還金利子及び割引料 1

金償還金 ( 0 )

 計 7,051 7,051

( 7,101 )

( △50 )

(款)  8 諸支出金 (項)  2 指定公費支出金

 1 指定公費 100 100 18 負担金補助 100 01 指定公費支出金           100

支 出 金 ( 300 ) 及び交付金 18 負担金補助及び交付金 100

( △200 )

 計 100 100

( 300 )

( △200 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  8 諸支出金 (項)  3 貸付金 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 高額療養 5,000 5,000 20 貸 付 金 5,000 01 高額療養費貸付金         5,000

費貸付金 ( 6,000 ) 20 貸付金 5,000

( △1,000 )

 2 出 産 費 364 364 20 貸 付 金 364 01 出産費貸付金           364

貸 付 金 ( 364 ) 20 貸付金 364

( 0 )

 計 5,364 5,364

( 6,364 )

( △1,000 )

(款)  9 予備費 (項)  1 予備費

 1 予 備 費 5,000 5,000

( 5,000 )

( 0 )

 計 5,000 5,000

( 5,000 )

( 0 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



　一般職
　 総　括

職員手当 計

本 年 度

 給 与 費 明 細 書

１

区　分 職員数
給  与  費

共 済 費 合  計 備  考
報酬 給料

5,419 33,059 22,015 60,493 10,064 70,557

1,068 9,204
比 較

5,419 1,056 1,661 8,136

前 年 度
0 32,003 20,354 52,357 8,996 61,353

職員手当 720 672 735 8,265 5,811 1,250 98本年度

641 7,464 5,488 1,250
0

4,464

勤務手当
時 間 外

区  分 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
特    殊 退職手当
勤務手当 負 担 金

54,489 10,064 64,553

143

(１)　会計年度任用職員以外の職員

区　分 職員数
給  与  費

共 済 費 合  計

の 内 訳 98 4,321
比　較 △ 78 378 94 801 323 0

前年度 798 294

前 年 度
32,003 20,354 52,357 8,996 61,353

備  考
報酬 給料 職員手当 計

本 年 度
33,059 21,430

4,464
勤務手当 負 担 金

区  分 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
特    殊時 間 外

勤務手当

比 較
1,056 1,076 2,132 1,068 3,200

退職手当

職員手当 720 672 735 7,680 5,811本年度 1,250 98

143
5,488 1,250 98 4,321

比　較 △ 78 378 94 216

の 内 訳 前年度 798 294 641 7,464
323 0 0

（単位：千円）

（単位：千円）

（　5　）
9

0
（　5　）

9
（　0　）

0
（　0　）

9
（　0　）

9
（　0　）

（単位：千円）

（単位：千円）
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(２)　会計年度任用職員

備考　（　　　）内は，短時間勤務職員数を外書きしたものである。

区　分 職員数
給  与  費

共 済 費 合  計 備  考
報酬 給料 職員手当 計

585 6,004 6,004
本 年 度

比　較 585

6,004

区  分 期末手当

本年度

比 較
5,419 585 6,004

職員手当 585
の 内 訳 前年度 0

0
（　5　）

（単位：千円）

0
前 年 度

0 0 00
（　0　）

0
（　5　）

（単位：千円）

5,419



平均昇給率
伴う増加分 昇給期別職員数

月 人
月 人
月 人
月 人

異動者に係る分 採用・退職の状況
増減分 （採用） （退職）

年度 人 人
年度 人 人
年度 人 人
年度 人 人

扶養手当
　

通勤手当
期末手当
勤勉手当
退職手当負担金

給料及び職員手当の状況
(1) 職員１人当たり給与

円

円

歳

円

円

歳

－
1

３

区　　　分 行　　政　　職

２　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額

（単位：千円）

2 その他の 644 (1)

（昇給期） （職員数）
4 9

給料 1,056 1 普通昇給に 412 1.25 ％

7

平均給与月額 320,348

平均年齢 40.06

平成 30年 10月１日
現 在

平均給料月額 284,900

平均給与月額 315,917

平均年齢 39.01

－

増減事由別内訳 説 明 備 考

手当 1,076 1 その他の 1,076 (1)

－
29 1 －
30 － －
元 － －

28 1

－
10

216
(5) 323
(6) 143

△ 78
増減分 (2) 住居手当 378

(3) 94
(4)

令和元年 10月 1日
現 在

平均給料月額 296,113
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(2) 初任給

(3) 級別職員数

区　　分 級
行　　政　　職

職員数（人） 構成比（％）

大学卒 182,200 円

3　級 4 44.4

令 和 元 年 10 月 1 日
現 在

1　級 1 11.2

2　級 2 22.2

6　級 ― ―

7　級 ― ―

4　級 2 22.2

5　級 ― ―

2　級 1 11.2

計 9 100.0

1　級 3 33.3

6　級 ― ―

3　級 3 33.3

4　級 2 22.2

7　級 ― ―

計 9 100.0

平 成 30 年 10 月 1 日
現 在 5　級 ― ―

182,200 円

国の制度

行政職

― ―

区分 行政職

高校卒 150,600 円 150,600 円

中学卒



（級別の職務分類内容等）

(4) 昇給
区　　分 合　　計 行　政　職

9 9
昇給に係る職員数(B)（人）

区　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級

本
年
度

職員数(A)（人）
9 9

号級数内訳

1号給（人） ― ―
2号給（人） ― ―
3号給（人） ―

6　級 7　級

級別の職務分類内容
主事
技師
主事補

相当の経験を
必要とする
主事　技師

主任
主幹

主査
係長

課長補佐
課長

副参事
部長
参事

―
4号給（人） 9 9
5号給（人） ― ―
6号給（人） ― ―
7号給（人） ― ―
8号給（人） ― ―

比率(B)/(A)（％） 100.0 100.0

前
年
度

職員数(A)（人） 9
昇給に係る職員数(B)（人） 9 9

号級数内訳

1号給（人） ― ―
2号給（人） ― ―
3号給（人） ― ―
4号給（人） 9

― ―
8号給（人） ― ―

比率(B)/(A)（％） 100.0 100.0

9

9
5号給（人） ― ―
6号給（人） ― ―
7号給（人）
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(5) 特殊勤務手当

(6) 期末手当・勤勉手当

(7) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分
支給期別支給率

支給率計（月分）
職務の級等による

加算措置
備　　考

6月（月分） 12月（月分）

退職時
特別昇給

備考

前年度 2.225 2.225 4.45 有

本年度 2.250 2.250 4.50 有

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職

特例措置
（2％～20％加算）

無

区　分
20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

支給対象職員の比率（％）
（令和元年10月1日現在）

44.4

代表的な特殊勤務手当の名称 市税業務手当

区　　　分 行　政　職

給料総額に対する比率（％） 0.30



(8) その他の手当

通勤手当 異
距離区分に応じ，2,000円から

4,000円を加算支給

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同
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